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【土地収用制度について】

●　事業認定手続

●　収用裁決手続

【事業認定について】
●　事業認定対象事業(法第3条)～収用適格事業
　　・道路、鉄道、河川、砂防、電気、ガス、学校、病院、社会福祉施設など

　　① 国土交通大臣認定
　　　 (北海道開発局長認定)

　　② 北海道知事認定
●　事業認定の要件(法第20条)
　　① 事業が法第３条の各号のいずれかに掲げるものに関するものであること。
　　② 起業者が当該事業を遂行する充分な意思と能力を有する者であること。
　　③ 事業計画が土地の適正かつ合理的な利用に寄与するものであること。
　　④ 土地を収用し、又は使用する公益上の必要があるものであること。

【土地収用法のフロー図】
(成立)

(不調)

【事業認定審議会の意見聴取の趣旨】

･都道府県（都道府県とみなされる公社を含む）が起業者である事業
･一つの都道府県の区域を超え、又は北海道の区域の全部にわたり利害の影響を及
ぼす事業等（鉄道事業法による鉄道事業の用に供する施設、電気事業法による電気工作物等）

・上記事業以外で、市町村、法人等が起業者である事業

　事業認定における公益性の判断は、従来と比較して高度かつ複雑な利益衡量が求められています。法第22条で
は、特定の専門家の意見を聴くことは可能ですが、総合的な利益衡量を行った上での意見を徴収することはできませ
ん。そこで、各分野における専門的学識を有する者によって構成される合議体から意見を徴収することとし、多様な分
野の専門家による議論を通じて、事業認定における公益性に関する専門的かつ総合的な意見を形成させ、これを事
業認定庁の公益性判断の参考に供することにより、事業認定の中立性及び信頼性を向上させるもの。

事業認定審議会について

　土地収用法（以下「法」という。）は、憲法第29条第３項の「私有財産は、正当な補償の下に、これを公共のために用
いることができる」との規定に基づき、「公共の利益となる事業に必要な土地等の収用又は使用に関し、公共の利益の
増進と私有財産との調整を図り、もって国土の適正かつ合理的な利用に寄与すること」を目的として定められたもの。
このような趣旨から、法では土地収用手続きを次のとおり大きく２段階に分けて構成しているところ。

　　　国土交通大臣又は都道府県知事（事業認定庁）が、申請に係る事業が真に公共のためになるものであり、土地
　　等を収用し、又は使用するに値する公益性を有することについて認定する手続き。

　　　収用委員会が、土地等の権利者に対する補償金の額、起業者が土地等の権利を取得する時期、土地等の権利
　　者が土地等を明け渡す期限等を決定（裁決）する手続き。

●　事業認定に関する処分を行う機関（法第17条）～事業認定庁
･国（国とみなされる公団等を含む）が起業者である事業等
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 ● 北海道事業認定審議会のフロー図 
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 ● 公告・縦覧（市町村長） 

   起業者の名称、事業の種類、起業地 

  を公告し、申請書等(写)を公告の日か 

  ら２週間縦覧 <法24-2> 
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 ● 審査等（土地収用法第20条各号の 

   事業認定要件への適合性を判断） 

事業認定申請書・添付書類 

事業計画に専門的学識・経験を 

有する者の意見徴収 <法22> 

公聴会の開催 <法23-1> 

（広く一般の意見を聴取） 

第三者機関の意見聴取 

 <法25の2-2>（審議会の開催） 

・上記縦覧期間内に 

 公聴会の開催請求 <法23-1> 

 (利害関係人→知事)  

 意見書の提出 <法25> 

 (利害関係人→知事)  


